
山梨県地域福祉支援計画 ～ 安心して自分らしく暮らすことができる社会を目指して ～ 概要

・家族形態の変化や地域における人々のつながりの希薄化など地域社会を取り巻く環境が大きく変化

・支援機関、関係者、地域住民等の地域全体で互いに支え合う地域づくりを推進し、
複雑化・複合化した課題を抱える住民（世帯）に、必要なときに必要な支援が届けられる環境を整備

・地域福祉活動を更に推進するとともに、市町村の地域福祉計画の策定・改定を支援

２．計画の目的及び役割

１．計画の位置づけ及び計画期間

1.人口

・現在の人口は、約79.8万人（2023（令和5）年3月）
国立社会保障・人口問題研究所の推計では、2050年の人口は約61万人

・高齢者の割合は、全国よりも高く、2015 （平成27）年は、28.4％、
社人研の推計では、2050年に、41.7％

3.高齢者（65歳以上）の割合

・2021（令和3）年の出生数は4,966人で、1960年からの約60年間で半数以下
まで減少

2.出生数

『安心して自分らしく暮らすことができる社会づくり』
※ 山梨県総合計画 戦略2 「活力ある「やまなし」をはぐくむ道」と整合

【本県の市町村における地域福祉の推進を支援するための基本方針】

○ 市町村や関係機関などと連携し、地域住民が地域の課題に取り組みやすい環境づくりを推進すること
○ 地域福祉を支える人材の確保・育成や地域福祉を支える基盤整備などに取り組むこと

計画改定の趣旨 基本目標及び基本的考え方

・過疎化に伴う相互扶助機能の低下により、地域によってはコミュニ
ティを維持することが困難

・少子高齢化により、社会保障制度の維持が困難になることが危惧さ
れ、医療・介護・福祉サービスを安定的・持続的に提供するための
仕組みづくりが必要

・地域におけるつながりの希薄化や介護、子育て、生活困窮などが複
合的に複雑化した課題等への対応が必要

（目的）
・今後ますます進展する少子高齢社会に対応し、福祉分野に関連する計画と
整合・連携を図りながら、総合的かつ計画的に施策を推進する

（役割）
・福祉以外の分野に関連する計画とも連携し、地域の課題の解決に向け、包
括的に展開
・市町村地域福祉計画の実効性の向上を図るため、市町村の地域福祉の支
援に関する取組を広域的な観点から支援

・社会福祉法第108条の規定に基づく都道府県地域福祉支援計画
・山梨県総合計画の部門計画
・「地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉の
各分野における共通的な事項」を記載する「上位計画」
※「地域共生社会の実現に向けた地域福祉の推進について」（厚生労働省通知）

・計画期間：2023（令和5）年度から2026（令和8）年度

３．地域の現状及び課題

（課題）

施策の柱(1) 誰もが安心して暮らせる地域づくり

①高齢者福祉の推進
・高齢者の自立支援や介護予防・重度化防止の推進、認知症施策の総合的な推進など、健康長
寿やまなしプランにおける取組を中心に展開する。
（健康長寿の維持向上、地域包括ケアの推進、老人クラブの活動促進、交通事故の防止 など）

②障害者福祉の推進
・相互理解の促進や障害福祉サービスの充実・質の向上、障害者雇用の促進など、やまなし障害
児・障害者プランにおける取組を中心に展開する。
（共生社会の実現、雇用の促進、障害の特性等に配慮した訓練の実施、地域移行の促進 など）

③児童福祉の推進
・地域における子育て支援や子どもの貧困対策、児童虐待の発生予防など、やまなし子ども・子育
て支援プランにおける取組を中心に展開する。
（子育て支援、就学の支援、発達障害者等への支援、児童虐待の防止、ヤングケアラー支援 など）

④各福祉分野の連携等の推進
・横断的な取組を推進し、医療や健康づくりとの連携や、生活困窮者対策、ひきこもり支援などに
取り組む。
（防災・防犯体制の強化、生活困窮者等への支援、自殺防止対策の推進、ひきこもり支援連携
体制の構築 など）

⑤市町村における包括的支援体制の整備の推進
・市町村地域福祉計画の策定支援や市町村間にわたる広域的な事業などに取り組む。
（医療的ｹｱを要する障害児（者）への支援、難病・がん患者への支援、DV等被害者への支援、
市町村における重層的支援体制整備の推進 など）

①地域福祉の担い手の確保
・福祉教育の充実や外国人材の受入促進などに取り組む。
（郷土学習の推進、「外国人活躍ビジョン推進会議」の開催、小中高生への福祉教育の推進 など）

②福祉人材の資質向上
・人材養成研修の充実や知識・技術向上研修の実施などに取り組む。
（介護予防実務者等を対象にした研修、コミュニティソーシャルワーカーの育成 など）

③多様な主体の活動促進
・ＮＰＯとの協働の推進や医療等との連携などに取り組む。
（ボランティアやＮＰＯの活動の活性化、農福連携の推進、医療等との連携 など）

①利用者本位の福祉サービスの充実
・情報提供や利用者を保護する体制の構築に取り組む。
（社会福祉法人・施設に対する指導・監査、苦情解決のための助言・相談 など）

②相談体制の強化
・専門相談体制の確保や各種相談窓口の周知などに取り組む。
（若年性認知症に関する相談、外国人の相談、ひきこもり・依存症に関する相談 など）

施策の柱(2)地域福祉を担う人材づくり

施策の柱(3) 地域福祉を支える基盤づくり

４．施策体系及び数値目標

地域ケア個別会議実施市町村数
24市町村 ⇒ 27市町村

数値目標
（2022年度 ⇒  2026年度）

共生社会に対する県民の認知度
51.6％ ⇒ 100％

（2023年度）

生活困窮世帯の子どもへの学習支援を
利用する子どもの数

70人 ⇒ 140人

ひきこもり市町村プラットフォーム整備
市町村数
21市町村 ⇒ 27市町村

包括的支援体制（重層的支援体制含
む。）が整備された市町村数
1市町村 ⇒ 27市町村

（2023年度）

介護職員数
14,072人 ⇒ 15,075人

福祉ｻｰﾋﾞｽ第三者評価事業受審施設数
68施設 ⇒ 100施設

在留外国人からの相談等への対応件数
370件 ⇒ 600件

認知症介護実践研修受講者数
2,671人 ⇒ 3,311人

農業分野での就労に取り組む障害者就
労支援施設数
83施設 ⇒ 98施設

福祉保健総務課

改正社会福祉法に基づいた内容で計画
を改定した市町村数
20市町村 ⇒ 27市町村

人権啓発講演会の参加者数
179人 ⇒ 累計800人

（単年度） （2023～2026年度）

依存症サポーター数
0人 ⇒ 400人
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